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鳥取県国土強靱化地域計画（第 2 期計画）に係る施策の進捗状況の評価分析 

1．1．評価の目的 

国土強靱化の推進のためには、計画の策定後に PDCA サイクルを回し、取組を推進していくこ

とが重要であり、「鳥取県国土強靱化地域計画（第 2 期計画）」（令和 3 年 3 月策定）は、推進期間

を概ね 5 年としており、今年度（令和 7 年度）が最終年度となるため、次期計画（第 3 期計画）

策定に向けて、策定時から現在までの 4 年間の取組について評価を行う。 

1．2． 評価の方法 

評価は各施策で設定している重要業績指標（以下、「KPI」とする。）を用いて、施策の進捗状況

や達成状況について評価を行った。なお、現計画で設定している KPI は、個別施策分野ごとに表 

1-1 の指標数となっており、全体で 238 指標（※1）となる。 

計画策定以降、指標の全てに対し、所管各課がそれぞれの評価基準に基づきながら、表 1-2 に

示す A、B、C、D の評価を毎年度行ってきた。 

今回の評価では、「平成 3 年度から令和 6 年度にかけての個々の KPI 評価の推移」と「令和 6 年

度の個々の KPI 評価」を基に、施策の「達成度に対する評価」「進捗に対する評価」を行った。 

具体的には、個別の KPI 評価ランク（A、B、C、D）の個数及び割合で現在の達成度を評価する。

また、平成 3 年度から令和 6 年度の評価を比較して、進捗状況を把握している。 

また、238 指標のうち、住民の主体的な取組みが必要となるものを抽出し、「進捗に対する評価」

を行うことで、災害時の「自助」や「共助」につながる施策が進んでいるか評価を行った。 

 

表 1-1 個別施策分野ごとの KPI 数 

個別施策分野 ＫＰＩ数 

① 行政機能分野 57 

② 住環境分野 41 

③ 保健医療･福祉分野 23 

④ 産業分野 49 

⑤ 国土保全･交通分野 68 

合計 238 
 

表 1-2 評価ランクとその内容 

評価ランク 評価の内容 

A 既に達成 

B 順調 

C やや遅れている 

D 遅れている 

 

 

※1 KPI の「1-2-2-2 アクションプランの策定、実施」については、個別施策分野①～⑤のすべてに属している。

そのため、指標は全体で 234 指標であるが、分野ごとのＫＰＩ数の合計は 238 指標となっている。 

※2 評価ランクＡ～Ｄの判定は、2 期計画策定時からの一貫した基準で進捗を分析した。 

※3 達成率=（達成値（現況値）-策定時の値（R1）※4）/（目標値（R7）-策定時の値（R1）※4）。 

※4 策定時の値を R1 としているのは、2 期計画検討時（令和 2 年度）での現況値としているため。 

1．3．評価項目 

（1）リスクシナリオに対する評価 

地域計画では 8 つの「事前に備えるべき目標」と、それに対する 31 の「起きてはならない最悪

の事態」（以下、「リスクシナリオ」とする。）が設定されており、それぞれのリスクシナリオごと

に評価を行った。 

参考資料１ 
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表 1-3 起きてはならない最悪の事態 

基本目標 事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（２９項目） 

Ⅰ．人命の保護が 

 最大限図られる 

 

Ⅱ．県及び社会の 

 重要な機能が 

 致命的な障害を 

 受けず維持される 

 

Ⅲ．県民の財産及び 

 公共施設に係る 

 被害の最小化 

 

Ⅳ．迅速な復旧復興 

１． 直接死を最大限防ぐ

（人命保護） 

1-1 
地震による建物・交通施設等の倒壊や火災による死傷者の発生（住
宅密集地、不特定多数施設含む） 

1-2 津波による死傷者の発生 

1-3 ゲリラ豪雨等による市街地の浸水 

1-4 土砂災害等による死傷者の発生 

1-5 豪雪・暴風雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生 

1-6 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で死傷者の発生 

２．救助・救援、医療 

 活動の迅速な対応、被

災者等の健康・避難生活

環境の確保 

2-1 
被災地での食料・飲料水等物資供給の長期停止（避難所の運営、
帰宅困難者対策含む） 

2-2 長期にわたる孤立集落等の発生（豪雪による孤立等を含む） 

2-3 救助・救援活動等の機能停止(絶対的不足、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給の途絶） 

2-4 
医療機能の麻痺（絶対的不足、支援ルートの途絶、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給の
途絶） 

2-5 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健
康状態の悪化・死者の発生 

３．行政機能の確保 

3-1 警察機能の低下（治安の悪化、重大交通事故の多発） 

3-2 県庁および県機関の機能不全 

3-3 市町村等行政機関の機能不全 

４．情報通信機能の確保 4-1 
情報通信機能の麻痺・長期停止(電力供給停止、郵便事業停止、テ
レビ・ラジオ放送中断等） 

５．地域経済活動の維持 

5-1 
地域競争力の低下、県内経済への影響（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの寸断、ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ供給の停止、金融ｻｰﾋﾞｽ機能の停止、重要産業施設の損壊等） 

5-2 交通インフラネットワークの機能停止 

5-3 食料等の安定供給の停滞 

5-4 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

６．ライフラインの確保 

 及び早期復旧 

6-1 
電力供給ネットワーク等機能停止（発変電所、送配電設備、石油・ガ
スサプライチェーン等） 

6-2 
上下水道・工業用水等の長期間にわたる供給・機能停止（用水供給
の途絶、汚水流出対策含む） 

6-3 地域交通ネットワークが分断する事態（豪雪による分断を含む） 

７．二次災害の防止 

7-1 大規模火災や広域複合災害の発生 

7-2 
ため池、ダム等の損傷・機能不全による二次災害の発生（農地・森
林等の荒廃による被害を含む） 

7-3 有害物質の大規模拡散・流出 

7-4 風評被害等による県内経済等への甚大な影響 

８．迅速な復旧・復興 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に
遅れる事態 

8-2 
復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる
事態 

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等
により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-4 基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態 

8-5 
長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れる
事態 

（2）個別施策に対する評価 

地域計画では表 1-3 リスクシナリオを「5 つの個別施策分野」に振り分けており、この個別施

策分野ごとに評価を行った。 
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（個別施策分野の設定イメージ） 

 KPI① KPI② KPI③ 

該当するリスクシナリオ 1-1／3-2 1-4 なし 

該当する横断的分野 なし 横断① 横断③ 

 

 

5 つの個別施策分野に振分け 

行政機能分野 住環境分野 保健医療・福祉分野 産業分野 国土保全・交通分野 

図 1-1 リスクシナリオ、横断的分野、個別施策分野の設定イメージ 

 

（3）横断的分野に対する評価 

地域計画では表 1-3 リスクシナリオに基づく計画を、より効率的、効果的に促進するため、以

下の７つの「横断的分野」※１を設定しており、この横断的分野ごとに評価を行った。 

 

①リスクコミュニケーション分野 

②老朽化対策分野 

③研究開発分野 

④人口減少対策分野 

⑤人材育成分野 

⑥官民連携分野 

⑦デジタル活用分野 

※1 ⑦デジタル活用分野は、令和 6 年 11 月の中間改定時に新たな分野として追加した。 

 

 

  

① 行政機能分野（行政機能／警察・消防等） 

② 住環境分野（住宅・都市、環境） 

③ 保健医療・福祉分野 

④ 産業分野（エネルギー、金融、情報通信、産業構造、農林水産） 

⑤ 国土保全・交通分野（交通・物流、国土保全、土地利用） 
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1．4．評価結果 

（1）進捗に対する評価（R3～R6） 

（総括） 

（全体の進捗） 

・施策の進捗の伸びが鈍化したことにより、C 評価「やや遅れている」が 24 指標（R3）から 27

指標（R6）へ、わずかに増加しているが、A 評価「既に達成」となった KPI が 60 指標（R3）

から 95 指標（R6）へ増加し、強靱化への取り組みが着実に進んでいる。 

・R3 から R6 にかけて A 評価「既に達成」となった主な KPI は、「樹木伐採・河道掘削の対策箇

所数」や「河川水位計の設置基数」といった河川対策、「土砂災害危険箇所整備率」、「要配慮

者利用施設を保全する土砂災害対策実施率」といった土砂災害対策等の自然災害に対する防

災対策、産業面でも「市町村・商工団体との連携による地域創業件数」で進捗がみられた。 

・さらに、「災害時協力井戸の登録」等の住民の主体的な取り組みに関しては、A 評価「既に達

成」となった KPI は、（R3）0 指標から（R6）6 指標へ増加しているが、C 評価「やや遅れて

いる」も（R3）7 指標から（R6）9 指標へやや増加していることから、C 評価となっている

取組を強化していく必要がある。 

（8 つの事前に備えるべき目標） 

・「8 つの事前に備えるべき目標」全ての目標で、A 評価「既に達成」は R3 から R6 で増加して

いるが、特に優先度の高い「１．人命の保護」の増加の割合が大きい（24 指標（R3）から 37

指標（R6））。 

（個別施策分野） 

・個別施策分野の A 評価「既に達成」は、「行政機能分野」（R3→R6）15→24 指標、「住環境分

野」（R3→R6）10→20 指標、「保健医療・福祉分野」（R3→R6）10→11 指標、「産業分野」

（R3→R6）9→14 指標、「国土保全・交通分野」（R3→R6）20→30 指標と全ての分野で増加

している。 

 1）全体の進捗 

R3～R6 年評価の全体比較（割合と指標数）   n=234 

 

※リスクシナリオごとに集計し、重複する KPI を含まない 
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① 「事前に備えるべき目標」の進捗状況（割合と指標数） 

 

1. 直接死を最大限防ぐ（人命保護）n=88     2. 救助・救援、医療活動の迅速な対応、被災者等の健康・避難生活環境の確保 

                                                                                                                                                         n=67 

   

3. 行政機能の確保 n=21            4. 情報通信機能の確保 n=7 

   

5. 地域経済活動の維持 n=48          6. ライフラインの確保及び早期復旧 

                                                                             n=35 

   

7. 二次災害の防止 n=29            8. 迅速な復旧・復興 n=37 

   

 

※リスクシナリオごとに集計し、重複する KPI を含む 
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② 個別施策分野の進捗状況（割合と指標数） 

 

行政機能分野 n=57                住環境分野 n=41 

   

保健医療・福祉分野 n=23            産業分野  n=49 

   

国土保全・交通分野  n=67 

 

 

 

※横断的分野ごとに集計し、重複する KPI を含まない 
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③ 横断的分野の進捗状況（割合と指標数） 

 

横断① ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ n=20          横断② 老朽化対策 n=3 

   

横断③ 研究開発  n=2             横断④ 人口減少対策  n=13 

   

横断⑤ 人材育成 n=7             横断⑥ 官民連携 n=12 

   

 

横断⑦ デジタル活用 n=11 

 

 

※横断的分野ごとに集計し、重複する KPI を含む 
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④ 中間改定(R6.11 月)に新規追加となった KPI の進捗状況（R6 年度末時点） 

 

 

 

 

 

  

施策分野 責任所属 KPI R6

住環境 くらしの安心局住宅政策課 専門家派遣及び建築⼠同伴での⼾別訪問の実施件数 B

国土交通 河川港湾局河川課 津波の影響を監視するカメラの改修数及び新設数 A

国土交通 河川港湾局河川課 津波の影響を監視する水位計の改修数及び新設数 A

行政 危機管理政策課 地震津波に関する講演会等の開催回数（県主催） B

住環境 自然共生社会局水環境保全課 広域応急給水支援、復旧支援を行うための市町村合同訓練の実施 B

行政 危機管理政策課 孤立可能性集落対応カルテ作成数 B

行政 危機管理政策課 非常時通信設備整備数 B

保健医療 ささえあい福祉局福祉保健課 DWAT（災害派遣福祉チーム）チーム員の増員 B

  住環境保健医療 危機管理政策課 シャワーカー整備台数 A

  住環境保健医療 危機管理政策課 トイレカー整備台数 A

住環境 危機管理政策課 県営避難所確保数 C

住環境 危機管理政策課 県営避難所訓練実施回数 B

住環境 危機管理政策課 避難所のWi-Fi環境の整備 B
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 2）住民の主体的な取り組みに関する KPI の進捗 

（総括） 

・A 評価「既に達成」となった KPI は（R3）0 指標から（R6）6 指標へ増加した（下図参照）。 

・R6 時点で A 評価「既に達成」となった KPI は全体の進捗状況においては約４割程度であるの

に対し、今回抽出した「住民の主体的な取り組みに関する KPI」では 2 割程度となり、全体か

ら見て遅れをとっている。さらに、C 評価「やや遅れている」が（R3）7 指標から（R6）9 指

標と増加している。 

 

■「住民の主体的な取り組みに関する KPI」として抽出したもの 

個別施策分野 重要業績指標 リスクシナリオ等 

行政 

消防団員数 2-3・7-1 

自主防災組織 組織率 2-3・7-1・8-3・横①・横⑤ 

自主防災組織訓練実施率 2-3 

自主防災組織の資機材整備 2-3・7-1 

ボランティア情報提供件数 8-3 

住環境 

住宅の耐震化率 1-1・横⑥ 

感震ブレーカー設置率 1-1・7-1 

家具などの転倒防止対策実施率 1-1 

暮らしを守るための仕組み（小さな拠点）づくり

に取り組む地区数 
横① 

単独処理浄化槽の基数 6-2 

災害時協力井戸の登録 5-4・6-2・横① 

中山間集落見守り活動に参加する事業者数 横① 

保険医療 
定期接種による麻しん・風しん接種率  2-4 

支え愛マップ取組自治会等箇所数 2-3・横① 

国土交通 
スーパーボランティアによる土木インフラ管理

及び地域づくりの推進 
8-3 

         （割合と指標数） 

 
※リスクシナリオ・横断的分野ごとに集計し、重複する KPIを含む 

 

 



10 

 

（2）達成度に対する評価 

 

（総括） 

（個別施策分野） 

・「行政機能」、「保健医療・福祉」、「国土保全・交通」で A 評価「既に達成」と B 評価「順調」

を合わせて 90％以上、「住環境」で 85％以上となっている。 

・一方で、「産業」では C 評価「やや遅れている」と D 評価「遅れている」を合わせて 20％と、

他分野に比べ達成度が遅れている。C 評価、D 評価の理由としては、目標値と現状に乖離があ

り達成が困難、実績値が上昇したものの十分な成果が上がっていない、などが挙げられる。 

 

（リスクシナリオ） 

・今回の評価で、C 評価「やや遅れている」と D 評価「遅れている」を合わせた割合が 20％を

超えるリスクシナリオは以下に示す 8 指標であった。 

 「1-4 土砂災害等による死傷者の発生」 

 「1-6 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で死傷者の発生」 

 「3-1 警察機能の低下（治安の悪化、重大交通事故の多発）」 

 「5-2 交通インフラネットワークの機能停止」 

 「5-4 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響」 

 「6-3 地域交通ネットワークが分断する事態（豪雪による分断を含む）」 

 「7-2 ため池、ダム等の損傷・機能不全による二次災害の発生（農地・森林等の荒廃による

被害を含む）」 

 「8-3 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大

幅に遅れる事態」 

 

・上記指標のうち、C 評価「やや遅れている」と D 評価「遅れている」を合わせた割合が 30％

を超えるリスクシナリオは、以下に示す 3 指標である。 

 ＜遅れている指標（30％を超える） 5 か年評価時点 3 指標＞ 

 「3-1 警察機能の低下（治安の悪化、重大交通事故の多発）」 

 「5-4 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響」 

 「7-2 ため池、ダム等の損傷・機能不全による二次災害の発生（農地・森林等の荒廃による

被害を含む）」 

 

（横断的分野） 

・「人口減少対策」は A 評価「既に達成」と B 評価「順調」を合わせた割合が 62％、「老朽化対

策」も 66％と、他分野に比べて達成度が低く、それぞれ促進が必要である。 
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 1）個別施策分野別評価 

評価（割合） 

個別施策分野 評価（割合） 

① 行政機能分野 n=57   

② 住環境分野 n=41   

③ 保健医療・福祉分野 n=23   

④ 産業分野 n=49   

⑤ 国土保全・交通分野 n=68   

評価（指標数） 

個別施策分野 評価（指標数） 

① 行政機能分野 n=57   

② 住環境分野 n=41   

③ 保健医療・福祉分野 n=23   

④ 産業分野 n=49   

⑤ 国土保全・交通分野 n=68   

※施策分野ごとに集計（重複する KPIを含まない） 

42%

49%

48%

29%

44%

49%

37%

43%

51%

49%

9%

15%

9%

18%

7%

2%

A B C D 未評価

24

20

11

14

30

28

15

10

25

33

5

6

2

9

5

1

A B C D 未評価
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 2）リスクシナリオ別評価  

評価（割合）  
31 の起きてはならない最悪の事態 評価（割合） 

1-1 
地震による建物・交通施設等の倒壊や火災による死
傷者の発生（住宅密集地、不特定多数施設含む） 

  

1-2 津波による死傷者の発生   

1-3 ゲリラ豪雨等による市街地の浸水   

1-4 土砂災害等による死傷者の発生   

1-5 豪雪・暴風雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生   

1-6 
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で死傷
者の発生 

  

2-1 
被災地での食料・飲料水等物資供給の長期停止（避
難所の運営、帰宅困難者対策含む） 

  

2-2 
長期にわたる孤立集落等の発生（豪雪による孤立等
を含む） 

  

2-3 
救助・救援活動等の機能停止(絶対的不足、エネルギ
ー供給の途絶） 

  

2-4 
医療機能の麻痺（絶対的不足、支援ルートの途絶、エ
ネルギー供給の途絶） 

  

2-5 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による
多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

 

3-1 
警察機能の低下（治安の悪化、重大交通事故の多
発） 

  

3-2 県庁および県機関の機能不全   

3-3 市町村等行政機関の機能不全   

4-1 
情報通信機能の麻痺・長期停止(電力供給停止、郵
便事業停止、テレビ・ラジオ放送中断等） 

  

5-1 地域競争力の低下、県内経済への影響   

5-2 交通インフラネットワークの機能停止   

5-3 食料等の安定供給の停滞   

5-4 
異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動
への甚大な影響 

 

6-1 
電力供給ネットワーク等機能停止（発変電所、送配電
設備、石油・ガスサプライチェーン等） 

  

6-2 
上下水道・工業用水等の長期間にわたる供給・機能
停止（用水供給の途絶、汚水流出対策含む） 

  

6-3 
地域交通ネットワークが分断する事態（豪雪による分
断を含む） 

  

7-1 大規模火災や広域複合災害の発生   

7-2 
ため池、ダム等の損傷・機能不全による二次災害の発
生（農地・森林等の荒廃による被害を含む） 

  

7-3 有害物質の大規模拡散・流出   

7-4 風評被害等による県内経済等への甚大な影響   

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復
旧・復興が大幅に遅れる事態 

  

8-2 
復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復興が大
幅に遅れる事態 

  

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニ
ティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

  

8-4 
基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる
事態 

  

8-5 
長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅
に遅れる事態 

  

A※リスクシナリオごとに集計（重複する KPI を含む） 

45%

63%

50%

42%

25%

48%

22%

25%

65%

56%

25%

50%

57%

40%

32%

60%

25%

38%

64%

38%

42%

11%

33%

67%

17%

36%

63%

44%

41%

38%

46%

33%

100%

55%

43%

67%

69%

29%

100%

11%

75%

50%

43%

45%

47%

40%

25%

63%

27%

38%

42%

56%

67%

100%

33%

67%

36%

38%

44%

14%

4%

25%

20%

9%

11%

6%

6%

33%

15%

21%

50%

9%

25%

17%

33%

17%

27%

11%

A B C D 未評価
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評価（指標数） 
31 の起きてはならない最悪の事態 評価（指標数） 

1-1 
地震による建物・交通施設等の倒壊や火災による死
傷者の発生（住宅密集地、不特定多数施設含む） 

  

1-2 津波による死傷者の発生   

1-3 ゲリラ豪雨等による市街地の浸水   

1-4 土砂災害等による死傷者の発生   

1-5 豪雪・暴風雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生   

1-6 
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で死傷
者の発生 

  

2-1 
被災地での食料・飲料水等物資供給の長期停止（避
難所の運営、帰宅困難者対策含む） 

  

2-2 
長期にわたる孤立集落等の発生（豪雪による孤立等
を含む） 

  

2-3 
救助・救援活動等の機能停止(絶対的不足、エネルギ
ー供給の途絶） 

  

2-4 
医療機能の麻痺（絶対的不足、支援ルートの途絶、エ
ネルギー供給の途絶） 

  

2-5 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による
多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

 

3-1 
警察機能の低下（治安の悪化、重大交通事故の多
発） 

  

3-2 県庁および県機関の機能不全   

3-3 市町村等行政機関の機能不全   

4-1 
情報通信機能の麻痺・長期停止(電力供給停止、郵
便事業停止、テレビ・ラジオ放送中断等） 

  

5-1 地域競争力の低下、県内経済への影響   

5-2 交通インフラネットワークの機能停止   

5-3 食料等の安定供給の停滞   

5-4 
異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動
への甚大な影響 

 

6-1 
電力供給ネットワーク等機能停止（発変電所、送配電
設備、石油・ガスサプライチェーン等） 

  

6-2 
上下水道・工業用水等の長期間にわたる供給・機能
停止（用水供給の途絶、汚水流出対策含む） 

  

6-3 
地域交通ネットワークが分断する事態（豪雪による分
断を含む） 

  

7-1 大規模火災や広域複合災害の発生   

7-2 
ため池、ダム等の損傷・機能不全による二次災害の発
生（農地・森林等の荒廃による被害を含む） 

  

7-3 有害物質の大規模拡散・流出   

7-4 風評被害等による県内経済等への甚大な影響   

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復
旧・復興が大幅に遅れる事態 

  

8-2 
復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復興が大
幅に遅れる事態 

  

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニ
ティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

  

8-4 
基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる
事態 

  

8-5 
長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅
に遅れる事態 

  

※リスクシナリオごとに集計（重複する KPI を含む） 

10

5

12

5

5

11

2

4

11

5

2

2

4

8

6

3

1

3

7

6

5

1

2

2

1

4

5

4

9

3

11

4

2

11

10

6

11

5

2

1

6

2

3

9

9

2

1

5

3

6

5

5

4

2

1

4

4

3

4

3

1

3

4

2

1

1

1

3

3

4

2

1

4

2

3

1

3

1

A B C D 未評価
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 3）横断的分野別評価 

評価（割合） 

横断的分野 評価（割合） 

横断① リスクコミュニケーション   

横断② 老朽化対策   

横断③ 研究開発   

横断④ 人口減少対策   

横断⑤ 人材育成   

横断⑥ 官民連携   

横断⑦ デジタル活用  

評価（指標数） 
横断的分野 評価（指標数） 

横断① リスクコミュニケーション  

横断② 老朽化対策  

横断③ 研究開発  

横断④ 人口減少対策  

横断⑤ 人材育成  

横断⑥ 官民連携  

横断⑦ デジタル活用  

※横断的分野ごとに集計（重複する KPI を含む） 

  

45%

33%

50%

8%

14%

50%

45%

50%

33%

50%

54%

86%

33%

45%

33%

38%

17%

5%

9%

A B C D 未評価

9

1

1

1

1

6

5

10

1

1

7

6

4

5

1

5

2

1

1

A B C D 未評価
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（3）主な KPI の評価理由等 

主な KPI を抽出し、評価理由を整理した。 

 

■A 評価（すでに達成）の KPI のうち、R6 年度に新たに A 評価となった KPI を抽出した。 

 

■C 評価（やや遅れている）の KPI 全て（R6 年度時点で C 評価となっている KPI）を抽出した。 

 

※中間改定時(R6.11 月)に新規追加となった KPI は除く 
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 1）A 評価（既に達成） ※R6 年度で新たに A 評価となった KPI 

 

 
KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

1 特定天井等非構造部材の定期点検等の対策 

（県、市町村） 

行政 1-1 地震による建物・

交通施設等の倒壊

や火災による死傷

者の発生（住宅密

集地、不特定多数

施設含む） 

県有施設の特定

天井改修は１６

施設全ての改修

工事が完了。 R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

取組中 取組推進 取組推進 

2 樹木伐採・河道掘削の対策箇所数（県） 国土 

交通 
1-3 ゲリラ豪雨等によ

る市街地の浸水 

「防災・減災、国

土強靱化のため

の５か年加速化

対策」による交

付金事業及び緊

急浚渫事業債を

活用し集中的に

実施。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

343 箇所 668 箇所 668 箇所 

3 河川水位計の設置基数（県） 国土 

交通 

1-3 

 

1-6 

 

 

 

横④ 

横⑦ 

ゲリラ豪雨等によ

る市街地の浸水 

情報伝達の不備等

による避難行動の

遅れ等で死傷者の

発生 

人口減少対策分野 

デジタル活用分野 

浸水リスクの高

い箇所などに水

位計（4 箇所[危

機 管 理 型 水 位

計]）を設置。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

124 基 170 基 170 基 

4 土砂災害危険箇所整備率（県） 国土 

交通 

1-4 

 

土砂災害等による

死傷者の発生 

事業の進捗によ

り 、 整 備 率 が

28.1%（R5 年度

末）から 28.5%

（R6 年度末）へ

0.4%増加。見込

んでいた整備率

の 伸 率 (0.2%/

年)を達成。 

2-1 

 

 

 

 

2-2 

 

 

 

5-2 

 

 

6-3 

被災地での食料・ 

飲料水等物資供給

の長期停止（避難

所の運営、帰宅困

難者対策含む） 

長期にわたる孤立

集落等の発生（豪

雪による孤立等を

含む） 

交通インフラネッ

トワークの機能停

止 

地域交通ネットワ

ークが分断する事

態（発変電所、送配

電施設、石油・ガス

サプライチェーン

等） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

26.9％ 28.5％ 28.3％ 

5 要配慮者利用施設を保全する土砂災害対策

実施率 

国土 

交通 
1-4 土砂災害等による

死傷者の発生 

事業の進捗によ

り 、 整 備 率 が

50.3%（R5 年度

末）から 51.4%

（R6 年度末）へ

1.1%増加。R6 年

度に 2 施設での

対策が完了し、

年間目標(2 施設

/ 年 ) を 達 成 し

た。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

当 初  →

41.2％ 

見 直 し →

46.9％ 

R6 年度末整

備率 51.4% 

当 初  →

41.8％ 

見 直 し →

51.4％ 
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KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

6 防災拠点となる要配慮者利用施設を守る土

砂災害対策の推進（県） 

国土 

交通 

1-4 土砂災害等による

死傷者の発生 

事業の進捗によ

り 、 整 備 率 が

50.3%（R5 年度

末）から 51.4%

（R6 年度末）へ

1.1%増加。R6 年

度に 2 施設での

対策が完了し、

年間目標(2 施設

/ 年 ) を 達 成 し

た。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

当 初  →

41.2％ 

見 直 し →

46.9％ 

R6 年度末整

備率 51.4% 

当 初  →

41.8％ 

見 直 し →

51.4％ 

7 孤立する恐れのある集落における携帯電話

不感地区の解消（市町村、その他） 

行政 2-2 長期にわたる孤立

集落等の発生（豪

雪による孤立等を

含む） 

- 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

1 地区 1 地区 取組推進 

8 職員の安否確認・招集システムを活用した迅

速な職員招集等の実施（県） 

行政 3-1 

 

 

 

警察機能の低下 

（治安の悪化、重

大 交 通 事 故 の 多

発） 

継続的に職員安

否確認・招集シ

ステムを活用し

た訓練を実施し

ている。引き続

き、取組を推進

する。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 
横⑦ デジタル活用分野 

指標なし － 継続運用 

9 衛星系行政無線の電力供給停止に係る機能

強化（県） 

行政 4-1 

 

情報通信機能の麻

痺・長期停止（電力

供給停止、郵便事

業停止、テレビ・ラ

ジオ放送中断等） 

設備の更新事業

は完了し、その

後も本計画の期

間中の更新等は

必要ないと認め

られたため「既

に達成」とした。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

取組推進 取組推進 取組推進 

10 市町村・商工団体との連携による地域創業件

数（その他） 

産業 5-1 地 域 競 争 力 の 低

下、県内経済への

影響（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

の寸断、ｴﾈﾙｷﾞｰ供

給の停止、金融ｻｰﾋﾞ

ｽ機能の停止、重要

産 業 施 設 の 損 壊

等） 

起業件数は年に

よって多少のば

らつきがあるも

のの、順調に増

加しており、令

和７年度末の目

標を既に達成し

た。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

1,360 件 累計：3,192

件 

2,860 件 

11 災害時協力井戸の登録 住環 

境 

5-4 

 

異常渇水による用

水 供 給 途 絶 に 伴

う、生産活動への

甚大な影響 

能登半島地震で

意識が高まり、

令和６年８月１

日以降は県内全

市町村で登録を

募集し、５３件

の登録実績 

6-2 

 

 

 

 

 

横① 

 

上下水道・工業用

水等の長期間にわ

たる供給・機能の

停止（用水供給の

途絶、汚水流出対

策含む） 

リスクコミュニケ

ーション分野 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

88 件 151 件 100 件 
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KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

12 農業集落排水施設の機能診断実施処理区数 

（県、市町村） 

住環 

境 

6-2 上下水道・工業用

水等の長期間にわ

たる供給・機能の

停止（用水供給の

途絶、汚水流出対

策含む） 

令和５年度から

繰越して実施し

た鳥取第二その

３地区において

20 処理区の機

能診断が完了。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

104 処理 177 処理区 166 処理区 

13 災害廃棄物処理計画策定率（市町村） 住環 

境 

8-1 大量に発生する災

害廃棄物の処理の

停滞により復旧・

復興が大幅に遅れ

る事態 

令和６年度末ま

でに全市町村が

計画を策定（未

策定だった１３

市町村が令和６

年度内に策定完

了） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

5％ 100％（全市

町村） 

100％ 

14 「鳥取県警察災害警備計画」に基づく必要な

体制の構築、適切な部隊運用（県） 

行政 8-3 貴重な文化財や環

境的資産の喪失、

地域コミュニティ

の崩壊等により復

旧・復興が大幅に

遅れる事態 

鳥取県警察にお

いては警察災害

派遣隊を編成し

ており、大規模

災害発生時に対

応できる態勢は

整っている。引

き続き、取組を

推進する。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

指標なし － 取組推進 
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 2）C 評価（やや遅れている） ※R6 年度に C 評価の KPI 

 

 
KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

1 スーパーボランティアによる土木イン

フラ管理及び地域づくりの推進（県、市

町村、その他） 

国土 

交通 

8-3 貴重な文化財や環

境的資産の喪失、

地域コミュニティ

の崩壊等により復

旧・復興が大幅に

遅れる事態 

相手方の都合により、

１団体のスーパーボ

ランティア登録を取

消した（１団体減少）。 R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

24 団体 23 団体 25 団体 

2 ボランティア情報提供件数（県、市町村、

その他） 

行政 8-3 貴重な文化財や環

境的資産の喪失、

地域コミュニティ

の崩壊等により復

旧・復興が大幅に

遅れる事態 

ボランティア募集件

数は昨年度より増え

つつあるが、情報収集

及び発信件数が伸び

ず、取組強化が必要な

ため。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

533 件 31 1,100 件 

3 ものづくりでの新規 ASEAN 展開企業数

（その他） 

産業 横④ 人材育成分野 県内企業にとっては、

円安環境により外需

獲得の好機であった

ため、県内支援機関が

連携して支援に当た

った。一方で、紛争等

による急激な国際情

勢の変化や世界的な

景気低迷への懸念な

どから、ものづくりで

の新規 ASEAN 展開を

目指す企業数を伸ば

すことができなかっ

た。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

21 社 25 社 30 社 

4 家具などの転倒防止対策実施率（その

他） 

住環 

境 

1-1 地震による建物・

交通施設等の倒壊

や火災による死傷

者の発生（住宅密

集地、不特定多数

施設含む） 

令和５年度の県民電

子アンケート「県民の

地震対策」（419 人回

答）において 28.6%が

対策実施と回答。（参

考数値） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

40.2 ％ ( 参

考) 

28.6 ％ ( 参

考) 

70％(R10) 

5 各市町村における文化財ハザードマッ

プの作成数（市町村） 

住環 

境 

8-3 貴重な文化財や環

境的資産の喪失、

地域コミュニティ

の崩壊等により復

旧・復興が大幅に

遅れる事態 

全市町村に対し、ハザ

ードマップの基礎と

なる文化財リスト作

成を働きかけており、

文化財保存活用地域

計画作成済み若しく

は作成中の市町に関

しては域内の文化財

のリスト化が完了し

ている。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

- 0 市町村 19 市町村 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

6 感震ブレーカー設置率（その他） 住環 

境 

1-1 地震による建物・

交通施設等の倒壊

や火災による死傷

者の発生（住宅密

集地、不特定多数

施設含む） 

市町村と連携し、補助

制度により感震ブレ

ーカー設置を進めた。

また、令和６年７月に

鳥取県感震ブレーカ

ー普及協議会を立上

げ、協議会の各メンバ

ーの協力によりチラ

シ、ポスター等を活用

した啓発を行った。 

（実績 工事有：１３

件 工事無：７１件） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

22.7 ％ ( 参

考) 

－ 50％(R10) 

7-1 大規模火災や広域

複合災害の発生 

7 基幹的農業水利施設の保全対策を実施

した地区数（県、市町村、その他） 

産業 5-4 

 

 

異常渇水等による

用水供給途絶に伴

う、生産活動への

甚大な影響 

目標値に対し遅れて

いる。保全計画に基づ

く対策工事の実施の

ため、機能診断以降の

劣化状況の把握及び

対策の検討が必要。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 
横② 老朽化対策分野 

 
11 地区 12 地区 23 地区 

8  経営革新認定企業件数（その他） 産業 横④ 人口減少対策分野 産業未来共創事業の

認定状況（R7.3 末）新

たな価値創造型７２

件 生産性向上・新技

術導入推進型１０５

件 経営革新型２件 

事業承継型３５件  

  産業未来共創事業

では、企業の取組みに

合わせた「新たな価値

創造型」「生産性向上・

新技術導入推進型」

「経営革新型」「事業

承継型」の４タイプの

支援制度により、商工

団体と連携して県内

企業の成長を支援。R

６年度中に新たな価

値創造型３４件、生産

性向上・新技術導入推

進型６３件、経営革新

型１件、事業承継型１

７件を認定した。 

県内企業が本制度を

活用し、生産性向上や

付加価値向上による

経営強化を実現する

よう、制度の変更も考

慮しつつ翌年度も継

続して支援していく 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

183 件 769 件 1,020 件 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

9 県内大学生の県内就職率（県） 産業 8-2 復旧・復興を担う

人材等の不足によ

り復旧・復興が大

幅に遅れる事態 

県内高校生に対する

企業見学及び若手社

員等による講座の実

施や「とりふる」を活

用した県内就職関連

情報の発信、とっとり

就活サポーター（県内

企業の若手社会人を

委嘱）による就職交流

会等の取組を実施し

ているが、学生の選択

肢は多様化するとと

もに県外出身学生の

地元志向は引き続き

高く、目標達成に向け

た一層の取組強化が

必要。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

28.9％ 28.9％ 44.6％(R6) 

10 交通監視カメラの設置数（県） 行政 1-6 

 

情報伝達の不備等

による避難行動の

遅れ等で死傷者の

発生 

今年度の新規設置は

なく、維持更新をメイ

ンに実施しているた

め、同取組を引き続き

推進する。 3-1 

 

 

 

5-2 

 

 

6-3 

警 察 機 能 の 低 下

（治安の悪化、重

大 交 通 事 故 の 多

発） 

交通インフラネッ

トワークの機能停

止 

地域交通ネットワ

ークが分断する事

態（豪雪による分

断を含む） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

指標なし 指標なし 緊急輸送道

路に優先設

置 

11 交通情報板の設置数（県） 行政 1-6 

 

情報伝達の不備等

による避難行動の

遅れ等で死傷者の

発生 

今年度の新規設置は

なく、維持更新をメイ

ンに実施しているた

め、同取組を引き続き

推進する。 3-1 

 

 

 

5-2 

 

 

6-3 

警 察 機 能 の 低 下

（治安の悪化、重

大 交 通 事 故 の 多

発） 

交通インフラネッ

トワークの機能停

止 

地域交通ネットワ

ークが分断する事

態（豪雪による分

断を含む） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

指標なし 指標なし 緊急輸送道

路に優先設

置 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

12 合計特殊出生率（県） 保健 

医療 

横④ 人口減少対策分野 第3子以降及び第2子

の一部の児童に対す

る保育料無償化や 18

歳までの小児医療費

無償化、在宅育児世帯

への現金給付、保険適

用外の不妊治療費の

助成など全国の一歩

先を行く子育て支援

策を市町村と協力し

実施しているが、Ｒ１

年度まで 1.6 台を推移

してきた合計特殊出

生率が R5年に 1.44ま

で減少した。※本県の

みならず全ての都道

府県別で軒並み合計

特殊出生率が低下し、

東京都では0.99と1.0

を下回った。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

1.63(R 元

年) 

1.44(R5 確

定値) 

1.73(R6 年) 

13 国際コンテナ取扱量（県、その他） 国土 

交通 

5-1 地 域 競 争 力 の 低

下、県内経済への

影響（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

の寸断、ｴﾈﾙｷﾞｰ供

給の停止、金融ｻｰ

ﾋﾞｽ機能の停止、重

要産業施設の損壊

等） 

コロナの影響により、

コンテナ取扱貨物量

が目標値に達してい

ないが、前年より増加

した。（前年比 6.6%増） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

26,416TEU 23,774TEU 32,000TEU 

14 山地災害危険地区整備率（県）  1-4 

 

土砂災害等による

死傷者の発生 

事業の進捗により、整

備率は R6 年度目標

36.7%に対して-0.4 ポ

イントの 36.3%とな

り、やや遅れを生じて

いる。（R6 年度整備完

了箇所数 3 箇所） 

2-1 

 

 

 

 

2-2 

 

 

 

5-2 

 

 

6-3 

 

 

 

7-2 

被災地での食料・

飲料水等物資供給

の長期停止（避難

所の運営、帰宅困

難者対策含む） 

長期にわたる孤立

集落等の発生（豪

雪による孤立等を

含む） 

交通インフラネッ

トワークの機能停

止 

地域交通ネットワ

ークが分断する事

態（豪雪による分

断を含む） 

ため池、ダム等の

損傷・機能不全に

よる二次災害の発

生（農地・森林等の

荒廃による被害を

含む） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

35.9％ 未整備率

36.3% 

36.9％ 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

15 自然災害等に対処する防災訓練の実施

（社会福祉施設）（その他） 

保健 

医療 

1-6 

 

 

 

情報伝達の不備等

による避難行動の

遅れ等で死傷者の

発生 

定期的に実施してい

る施設は一部にとど

まっている。 
R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 
横⑥ 官民連携分野 

取組推進 取組推進 取組推進 

16 住宅の耐震化率（その他） 住環 

境 

1-1 

 

 

地震による建物・

交通施設等の倒壊

や火災による死傷

者の発生（住宅密

集地、不特定多数

施設含む） 

年間の耐震改修件数

が目標達成に必要な

件数に至っておらず、

進捗に遅れが生じて

いる。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

83.9 ％

(H30) 

87.1％ 92％ 

横⑥ 官民連携分野 

17 商工会議所・商工会と地元企業の連携の

推進（その他） 

産業 5-1 地 域 競 争 力 の 低

下、県内経済への

影響（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

の寸断、ｴﾈﾙｷﾞｰ供

給の停止、金融ｻｰ

ﾋﾞｽ機能の停止、重

要産業施設の損壊

等） 

22 団体中、1 団体に留

まっている。（米子日

吉津商工会が災害発

生時に優先的にガソ

リン給油を行えるよ

う地元企業と協定を

締結） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

1 団体 1 商工会 取組推進 

18 消防団員数（市町村、その他） 行政 2-3 

 

 

救助・救援活動等

の機能停止 

(絶対的不足、ｴﾈﾙ

ｷﾞｰ供給の途絶） 

地元のプロスポーツ

チームのホーム戦に

おいてブースを出展

するほか、県内３ヶ所

のデジタルサイネー

ジで消防団加入促進

動画の放映を行う等、

広く消防団の魅力を

発信した。消防団の加

入促進に向け取り組

んだ結果、学生団員の

加入等一部成果は出

てきているが、団員数

は減少傾向にあるた

め、令和７年度も引き

続き消防団員の増加

に向け取り組んでい

く。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 
7-1 大規模火災や広域

複合災害の発生 
4,865 人 4,272 人 5,129 人 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

19 上水道基幹管路の耐震化率（市町村） 住環 

境 

2-1 

 

被災地での食料・

飲料水等物資供給

の長期停止（避難

所の運営、帰宅困

難者対策含む） 

前年度までに比較し

て耐震適合率は上昇

したものの（27.3％

→29.8％）、管路算定

方法の見直し等によ

り上昇したところも

あり、目標値到達のた

めに成果は十分に上

がっていないため「C」

とした。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

2-4 

 

医 療 機 能 の 麻 痺

（絶対的不足、支

援ルートの途絶、ｴ

ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 供 給 の 途

絶） 

5-4 異常渇水等による

用水供給途絶に伴

う、生産活動への

甚大な影響 

26.7％ 29.8％ 32.7％ 6-2 上下水道・工業用

水等の長期間にわ

たる供給・機能停

止（用水供給の途

絶、汚水流出対策

含む） 

20 情報収集提供装置の設置数（県） 行政 1-6 

 

 

情報伝達の不備等

による避難行動の

遅れ等で死傷者の

発生 

今年度の新規設置は

なく、維持管理をメイ

ンに実施しているた

め、同取組を引き続き

推進する。 R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

3-1 

 

 

 

警 察 機 能 の 低 下

（治安の悪化、重

大 交 通 事 故 の 多

発） 

5-2 

 

 

交通インフラネッ

トワークの機能停

止 

6-3 

 

地域交通ネットワ

ークが分断する事

態（豪雪による分

断を含む） 

指標なし 指標なし 緊急輸送道

路に優先設

置 

21 地域ぐるみで農地の維持に取り組む農

用地面積の割合（その他） 

産業 7-2 ため池、ダム等の

損傷・機能不全に

よる二次災害の発

生（農地・森林等の

荒廃による被害を

含む） 

農振農用地面積に占

める取組面積（カバー

率）は５３％（５２．

８％）となり、前年度

（５３．３％）より微

減した。R６年度に活

動期間満了となる組

織が多数存在するた

め、活動断念の意向を

示している組織に対

して直接聞き取り等

を行うと共に、活動終

了した組織へ活動再

開に向けた働きかけ

を行っていく。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

51％ 53％ 60％ 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

22 鳥取県未来人材育成奨学金助成者数

（県） 

産業 横④ 人材育成分野 高校生等の若者への

制度周知のため、とり

ふるアプリへの掲載

や、とっとり企業紹介

フェア、県内外大学等

での就職関連イベン

トでのPR、各種広報媒

体による PR を実施し

ているが、認定者が思

うように伸びていな

い。 

・支給対象者認定数：

実績１，２７３人(累

計）、うち県内就職者

数８７４人（累計） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

689 人 584 人 (R2

～R6) 

1,080 人

(R2～R7) 

23 転出超過数（県） 産業 横④ 人材育成分野 令和６年度に県庁全

体のＵターン・定住に

つながる各種施策を

取りまとめ、施策の一

体的且つ効果的な実

施を図るための産学

官連携組織「とっとり

若者Ｕターン・定住戦

略本部」を設置し、若

者の意見を基に産学

官で連携して取り組

みを実施している。 

また、就職コーディネ

ーター（大学連携担

当。県内１名、県外２

名）による県外大学と

連携した就職関連事

業の実施等により県

内就職を推進してい

るが、目標達成に向け

た一層の取組強化が

必要。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

1,248 人(R

元年) 

1,205 人 R11（2029

年）までに

転入・転出

者を均衡さ

せる 

24 土砂災害警戒区域指定率（県） 国土 

交通 

1-4 土砂災害等による

死傷者の発生 

年次計画を目標に継

続して調査中。R5 災

害の対応を優先して

いるため、地元説明等

が滞っており、計画に

対して遅れている。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

100％ 40%(200 箇

所/500 箇

所・5 年） 

100％(100

箇所/年) 

25 土砂災害特別警戒区域指定率（県） 国土 

交通 

1-4 土砂災害等による

死傷者の発生 

年次計画を目標に継

続して調査中。年次計

画の見直しが必要と

なり、当初計画通りの

達成は困難。 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

100％ 40%(200 箇

所/500 箇

所・5 年） 

100％(100

箇所/年) 
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 KPI 

（事業主体） 

施策 

分野 
番号 

起きてはならな

い最悪の事態等 
評価理由 

26 内水ハザードマップ作成市町村数（市町

村） 

住環 

境 

1-3 ゲリラ豪雨等によ

る市街地の浸水 

１市のみ作成・公開し

ており、残りの３市町

については現在作成

中である。 R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

8-5 長期にわたる浸水

被害の発生により

復旧・復興が大幅

に遅れる事態 
1 市 1 市 4 市町 

 7-2 ため池、ダム等の

損傷・機能不全に

よる二次災害の発

生（農地・森林等の

荒廃による被害を

含む） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

95 箇所 234 箇所 281 箇所 

27 木材素材生産量（県、その他） 産業 5-1 

 

地 域 競 争 力 の 低

下、県内経済への

影響（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

の寸断、ｴﾈﾙｷﾞｰ供

給の停止、金融ｻｰ

ﾋﾞｽ機能の停止、重

要産業施設の損壊

等） 

林業事業体等への支

援により、路網整備、

素材生産に必要な機

械導入等を進めると

ともに、県産材の利用

拡大を図るため木育

インストラクター養

成講座等を行った。施

業地の奥地化や再造

林地増加に伴ない保

育作業に人手を取ら

れるなどしたことに

より、素材生産量が伸

び悩んでいる。 

7-2 ため池、ダム等の

損傷・機能不全に

よる二次災害の発

生（農地・森林等の

荒廃による被害を

含む） 

R1 

現況 

R6 

実績 

R7 

目標 

31 万㎥ 算定中 40 万㎥ 
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1．5．まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「行政機能分野」、「住環境分野」、「国土保全・交通分野」、「保健医療・福祉分野」は概ね順調である

が、「産業分野」は他分野よりも進捗が遅れている。 

・消防団員数、感震ブレーカー設置率、家具などの転倒防止対策実施率、住宅の耐震化など「住民の

主体的な取り組みに関する KPI」は他分野よりも遅れをとっている。 

・R6 時点で、C 評価のまま進展していない指標は 29 件あり、取り組みの強化、あるいは取り組み内

容の見直しを行う必要がある。 

 

 

※全 KPI の進捗状況および評価結果については、参考資料２『鳥取県強靭化地域計画重要業績指標(KPI)

一覧表』にて示す。 

〇ハード整備や行政、民間事業者、各種団体主体の施策は進捗が見られる。 

○また、自助・共助に係る住民主体の取組（消防団、住宅耐震化等）について、行政等主体の取組より

も進捗が遅れていることから、地域防災力強化に資する具体的対策の促進が必要であるとともに、

「住民の主体的な取組に関するＫＰＩ」を含め、各分野のＣ評価の施策についても取組を促進していく

必要がある。 


